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ＩＴなど最先端分野における企業の投資や設備の新陳代謝を加速する。 

（２）アジア地域の経済一体化、企業の国際競争力を重視した物流インフラの
重点的・戦略的な整備 

 
   我が国の国際競争力の強化等に資する社会資本整備については、ストッ

クの観点も踏まえ、中長期的（20～30 年）に見た我が国経済社会の姿を念
頭に、真に次の世代に必要な社会資本整備を行う。 
アジア地域の経済一体化を踏まえ、企業の国際競争力強化の観点から、

「総合物流施策大綱（2005－2009）」に基づき、ハード・ソフトの物流イ
ンフラを、官民がスピード感を持って戦略的・重点的に整備する。スーパー
中枢港湾において、2010 年度までに、港湾コストを約３割低減、リードタ
イム（船舶入港から貨物引取りが可能となるまでの時間）を１日程度に短
縮し、我が国港湾の国際競争力の強化を図る。成田空港については 2009
年度内に約１割の能力増強のための施設整備、羽田空港については 2009
年内に約４割の能力増強のための施設整備とともに国際定期便の就航を
図り、関西空港について 2007 年に２期限定供用し、大都市圏拠点空港の
機能強化を図る。また、アジアとのゲートウェイとなる港湾の機能向上、
港湾・空港アクセスを含む、国際物流に対応した道路網・鉄道網の戦略的
な構築、物流結節点におけるロジスティクス機能の高度化、ＩＴＳの活用
等による国内外一体となった物流ネットワークの構築に取り組む。 
その際、物流インフラの整備に当たっては、我が国財政の厳しい現況を

踏まえ、事業評価の厳格な実施、コスト縮減、事業の迅速化等により、重
点的、効果的かつ効率的に実施するとともに、既存社会資本の有効活用を
進める。 

 
３．カネ：金融の革新 
 
（１）金融イノベーションの実現 
 
 ① リスクを適切に評価する金融の促進 
 
   不動産担保や保証に過度に依存しない融資を推進し、在庫や売掛債権を

担保として活用する融資を促進するため、今年度中に電子債権の法的枠組
みの具体化を目指すとともに、売掛債権担保融資保証制度等の改善や、在
庫等を担保とした融資に対する信用保証協会による保証の活用を推進す
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外国人に対する出入国審査時の生体認証技術の活用等を進める。 
・ 防衛については、我が国の平和と安全及び国際社会の平和と安定を確保するため、
引き続き「平成 17 年度以降に係る防衛計画の大綱」45等に基づき効率的な体制の

整備に取り組む。 
・ 「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について」46を踏まえ、法制面

及び経費面を含め、再編関連措置を的確かつ迅速に実施するための措置を講ずる

一方、厳しい財政事情の下、政府全体として一層の経費の節減合理化を行う中で、

防衛関係費においても、更に思い切った合理化・効率化を行い、効率的な防衛力

整備に努める。「中期防衛力整備計画」47については、再編関連措置に要する経費

全体の見積もりが明確となり次第、見直すものとする。 
 
（安全性・信頼の再構築） 
・ 耐震強度の偽装問題について、建築物の安全性に対する国民の期待と信頼にこた
えるため、建築確認・検査の厳格化等を着実に実施するとともに、偽装問題の再

発を確実に防止できるような制度の在り方を引き続き検討し、建築士制度の見直

し等、結論の得られたものから順次所要の措置を講ずる。 
・ ヒューマンエラー等に起因する事故やトラブルが続発している状況にかんがみ、
鉄道・航空等の公共交通の安全性の向上を図るため、事業者の安全管理体制の確

立、事業運営における安全意識の徹底等、輸送事故の防止対策を強化する。この

ような取組を含め、歩道の整備など人優先の交通安全思想に立った「第８次交通

安全基本計画」48を推進する。その際、ＩＴＳ49による安全運転支援等の取組を進

める。 
・ 国民への食料の安定供給を確保するため、農地・農業用水等の食料供給力の維持・
向上を図る。また、環境保全型農業を推進する。 

・ 科学に基づいた食の安全と消費者の信頼の確保に向けて、ＢＳＥ、鳥インフルエ
ンザへの対策、食品表示基準の見直し等を進める。また、「食育推進基本計画」50に

基づき、「日本型食生活」51の実践など、国民運動として食育を推進する。 

・ 新型インフルエンザをはじめとする新たな感染症といった国民の生命・健康を脅
かす事態に対して迅速かつ適切に対応する。 

・ 個人情報等の流出防止やサイバー攻撃への対応等のため、政府機関の統一的な対

                                           
45 「平成 17年度以降に係る防衛計画の大綱」（平成 16年 12月 10日閣議決定） 
46 「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について」（平成 18年５月 30日閣議決定）
47 「中期防衛力整備計画（平成 17年度～平成 21年度)」（平成 16年 12月 10日閣議決定） 
48 「第８次交通安全基本計画」（平成 18年 3月 14日） 
49 ＩＴＳ（Intelligent Transport Systems）：高度道路交通システム 
50 「食育推進基本計画」（平成 18年 3月 31日） 
51 「日本型食生活」：日本の気候風土に適した米を中心に農産物、畜産物、水産物等多様な副食から構成され、栄養バランスが優れ
た食生活 


